
 

亘理町脱炭素まちづくり推進設備等導入促進事業補助金 申請時チェックリスト（令和６年度） 

 

補助対象者（以下の条件をすべて満たすこと） 

□ 亘理町内に住所を有している個人。 

□ 
亘理町内において、自ら所有し居住する住宅（店舗、事務所と兼用している場合は、住宅部分

に係る面積が延床面積の２分の１以上のものに限る。）に補助の対象となる機器を設置した者

又は補助対象機器付き住宅を購入した者。 

□ 補助対象機器を所有した者。 

□ 町税を滞納していない者。 

 

補助対象機器（以下の条件をすべて満たすこと） 

共通 

 □ 補助対象機器を基準日内に設置しており、かつ申請期間内に申請している。 

□ 未使用である。 

住宅用太陽光発電設備 

 □ 電気事業者の低圧配電線と逆潮流有りで連系し、配線方法は余剰配線としていること。 

□ 公称最大出力が１０kw 未満であること。 

□ 新たに設置又は増設するもの。 

□ 住宅の屋根等への設置に適した太陽電池による発電設備であること。 

□ 定置用蓄電池と同時に設置されたものであること。 

定置用蓄電池 

 
□ 常時、太陽光発電システムと接続し、宅内のコンセントを通じて電力の供給を行うシステム

であるもの。 

□ １か所に固定して使用している設備であること。 

家庭用燃料電池システム 

 □ 一般社団法人燃料電池普及促進協会の機器登録リストに登録があるもの。 

家庭用高効率給湯器（自立型）  

 
□ 停電時に給湯可能な自立型の給湯器で、バックアップバッテリーを内蔵した電源ユニットと

電源ユニットに対応した高効率な潜熱回収型給湯器で構成されているもの。 

家庭用高効率給湯器（ハイブリッド型） ※ヒートポンプ給湯器（エコキュート）単体のみの場合は対象外 
 □ 電気とＬＰガス等のハイブリッド型の給湯器であるもの。 

 

必要書類 

□ 補助金申請書兼実績報告書(様式第１号) 

□ 設置場所の配置図（建物と敷地の位置関係などを示した図面） 

□ 対象設備を構成する機器の出力・容量及び型式等が確認できる書類の写し（カタログなど） 

□ 
町税に関する完納証明書（申請日において直近３ヶ月以内に取得したもの） 
※最近転入した方で亘理町に納税しているものがない場合「税の未納がないことの証明書」を添付。ともに亘理町

税務課で発行。 
□ 補助対象機器の領収書の写し（補助対象機器名が記載されているもの） ※型式の記載は不要 

□ 住宅及び補助対象機器の設置写真 

□ その他町長が必要と認める書類 

□ 委任状（代行者を選任し補助金交付申請を提出する場合） 

 


